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研究成果の概要（和文）： 

過疎化・高齢化の進展する地域における ICT(情報通信技術）を活用した高齢者見守りシステ
ムの効果を、地域連携によるアクションリサーチを行いながら実証的に検証した。電話機で高
齢者が能動的に発信するいわゆる「おげんき発信は、センサーなどの受動型安否確認システム
や緊急通報システムに比較し、高齢者の遠慮感に配慮し、安否確認の確実性が高いことが明ら
かになった。 

 
研究成果の概要（英文）： 
The effectiveness of using ICT (information and communication technology) in systems 
to monitor the elderly in communities suffering from shrinking and graying 
populations has been practically verified through action research carried out jointly 
with one such community. This research revealed that, compared to passive systems 
that use sensors, etc. or to emergency call systems, the so-called O-genki Hasshin 
(lit. "I'm fine" message ") system (in which the elderly actively send messages using 
a telephone to confirm their well-being) takes into consideration the reluctance that 
elderly people may have about being monitored and provides highly reliable monitoring 
of their safety. 
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１．研究開始当初の背景 

（1）過疎化と高齢化の進展する地域では、
家族・地域など基礎集団の自立性が低下し

ていることに加え、「人の世話になりたくな
い」という意識的な要因が背景となり、高
齢者の社会的孤立や孤独の問題が重複・複
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合化している。 
（2）孤独死を防ぐためには、異常事態に陥
った高齢者を発見し、適切な支援者に報せ
る必要がある。人口密度が低い過疎地にお
いては隣家までに距離が離れている所が多
く、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用して異
常事態を報せることの価値が高い。 
（3）80年代から、緊急通報システムは普及
している。また、人の動きを感知するセンサ
ーや特定の商品の使用状況により高齢者の
生活行動を継続的に感知し、通信回線を経由
して見守る側に送信する「受動型の安否確認
システム」の市場が形成されている。これに
対して、高齢者が能動的に発信した安否情報
を見守る「能動型の安否確認システム」もい
くつかの地域で実施されている。 
（4）しかし、緊急通報システムや安否見守
りシステムの効果も含めて、各システムの
差異について実証的に検証した研究はない。
システムを利用することが高齢者や近隣や
家族などのサポートネットワークに与える
影響についての検証はしていない。 

 
２．研究の目的 

(1)過疎化・高齢化の進展する地域における
ICT(情報通信技術）を活用した高齢者見守り
システムの効果を、実証的に検証することを
目的とするものである。 
(2)能動型の安否確認システムの効果を、緊
急通報システムや受動型の安否見守りシス
テムと比較検証を行なうところに、本研究の
特徴がある。 
 
３．研究の方法 

 (1)旧川井村で 2003年から実証実験を行っ
てきた能動型の安否確認システム（通称「お
げんき発信」）で活用していた Lモードサー
ビスが停止するのに伴う次段階システムの
開発に協働しながら、ICT活用の差異が異変
把握やサポートネットワーク形成に与える
影響を把握し、その結果をシステム設計にフ
ィードバックするというアクションリサー
チの方法をとった。 
(1)岩手県立大学のプロジェクトが社会福祉
協議会と連携し開発し実証実験を続けてき
た能動型の安否確認システム（通称「おげん
き発信」））の利用者と見守り者を対象として
調査を実施し、岩手県内で利用されている受
動型安否確認システム、及び緊急通報システ
ムと比較調査を行った。 
 このうち４．に記す主要調査は、2008年
10月～2009年 1月に北東北３県の社会福祉
協議会等と連携し、民生委員 10，45名に自
記式で実施し 6,179件を回収した調査と、３
県の見守り対象者 1,500件を対象とし民生委
員が訪問聴取し 862件を回収した調査の結果
である。 

 
４．研究成果 
(1)緊急通報システムの課題 
緊急通報システム利用者は、緊急ボタンを

おすことへの遠慮感があり（29.9％）、ペン
ダント型発信機を常時身につけているのは
少数（17.2％）であることなどから、異変が
起きた時に押せない可能性が高いことが明
らかになった。図１に示すように、ほぼ半数
の利用者が「いざという時にボタンを押せな
いのではないか」と感じている。緊急通報シ
ステムは異変発信の確実性に課題がある仕
組みである。 

 
(2)受動型の安否見守りシステムの課題 

生活行動を自動的に判別し安否を判断す
る受動型見守りシステムは、センサーの適合
性と異変把握の確実性という点で課題が大
きい。例えば、遠野市ではトイレのドアにセ
ンサーをつけ異変把握を行っているが、トイ
レのドアをきちんと閉めない高齢者の安否
は把握できなくなっている。また、マキスト
ーブを使用する岩手県の山間部の高齢者は、
電気ポット使用による安否確認システムの
利用は受け入れられない。 

(3)見守りの課題 
民生委員活動のなかで大変だと感じるこ

と（複数回答）のなかで最も多い回答は「見
守りの範囲が不明確なため不安になる」
57.1％である。人的な見守りには不確実性が
伴う。このため、民生員等見守る側は、訪問
できない時間帯に異変が起きるのではない
かという不安がつきまとい、人によっては足
しげく訪問をすることになる。これに対して、
見守られる高齢者は、見守ってもらうことへ
の遠慮感・負担感を 39.4％が感じている。 
 見守りが見張りにならないようにするた
めには、安否確認の確実性を高めることと、
高齢者の遠慮感を払拭することが課題であ
る。そうしたことから、高齢者が能動的に「今
日もげんき」と発信する能動型の安否確認シ
ステムは、有効である。 
(5)能動型安否確認システムの効果 
 北東北３県の緊急通報システムの利用者
を対象として電話機による能動型安否確認
システムの利用意向を設問したところ、
42.1％が利用したいと回答し、使いたくない
という回答 18.0％を上回っていた。緊急通報
システムの不確実性を感じているほど能動
型の利用意向が高いことから、能動型安否確
認システムは緊急通報システムの不確実性
を補完し異変把握の確実性を高めるものと
考えられる。 
 また、岩手県・青森県における能動型安否
確認システム（おげんき発信）利用者の自己
発信率はほぼ 95％前後で推移しており、自己
発信がない約 5％をみまもりセンターから電



 

 

話かけや協力者への訪問依頼をすることに
より安否を確実に把握することが可能とな
っている。こうした確実性を利用者も感じて
おり、８割が見守られることで安心を感じて
いる。 
(6)能動型安否確認システムの段階的取り組
み 
 本研究を開始した 2008（平成 20）年は、
川井村（現宮古市川井）で能動型安否確認シ
ステム（おげんき発信）の端末としていたＬ
モード電話機が、2010（平成 22)年３月にサ
ービス停止することが決まっており、次段階
の方策を検討開始した。 
 本研究により能動型安否確認システムの
有効性を検証できたために。岩手県社会福祉
協議会・青森県社会福祉協議会と連携し、
2008（平成 20）年に家庭用の電話機（黒ダイ
ヤル・プッシュホン・携帯電話等）で発信可
能な第２次おげんき発信の開発を行い、2009
（平成 21）年には市町村社会福祉協議会を見
守りセンターとする事業を岩手県社会福祉
協議会が開始した。 
本研究では、この事業の利用者の評価著調

査結果をもとに、おげんき発信を基盤として
生活支援型のコミュニティをつくることを
目的とした「ICTを活用した生活支援型コミ
ュニティづくり」を提案し、ＪＳＴのコミュ
ニティでつくる新しい高齢社会デザイン領
域の採択を受けた。 
また、青森県においては、平成元年から青

森県社会福祉協議会が事業でとしている福
祉安心電話（緊急通報システム）と、おげん
き発信の一体化を提案し、おげんき発信の評
価調査をもとに新型福祉安心電話として一
体型ができ、平成 24（2012）年から事業化さ
れた。さらに、青森県の新産業開発の事業と
連携し、タッチパネル型のおげんき発信の開
発にもつながっている。このように本研究の
成果をもとに段階的に能動型安否確認シス
テムの実践進んでいる。 
 
（7）高齢者見守りにおける ICT 活用の効果
とその使い分け  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「おげんき発信」等の能動型の安否確認シス
テムは、受動型の安否確認システムや緊急通
報システムに比し、高齢者の能動性を高め、
地域の見守りを意識化する効果が高い。しか
し、緊急事態を発信するための道具ではない。 
 緊急通報システムは緊急を発信する専用
機であるため、その設置は高齢者の安心感を
高めるが、異変把握の確実性には課題がある。 
 受動的な安否確認システムは、異変把握の
確実性に課題はあるものの、高齢者が何もし
なくても異変を把握することができる。 
 こうしたメリット・デメリットを勘案する
と、自立度が高く元気な時期から能動型の安
否確認システムを発信する習慣をつけ、身体
的に虚弱になった場合は緊急通報システム
を付加することが異変把握の確実性を高め
る。また、認知レベルが下がると、能動的な
発信ができなくなることから、この段階では
受動型安否確認システムが有効となる。 
図１に示したように、各システムの位置づ

けは異なる。本研究を通して、こうしたシス
テムを高齢者の生活状況や身体・認知レベル
に応じて使い分けるとともに、その情報が地
域の見守り体制のなかで共有されているこ
とが見守りを有効なものとすることが明ら
かとなった。 
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図１．ICT を活用した高齢者見守り 
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